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背景と目的 

平成23年3月11日に発生した東日本大震災では、岩手県、宮城県、福島県等の沿岸において、大津波により甚大な人的被害が発生し、

さらに今なお原子力発電災害からの避難は続いています。 

我が国ではどこでも、地震とこれに伴う津波や土砂災害の危険性、また豪雨による河川氾濫や土砂災害の危険性など、多くの自然災害

の発生を内在していて、日頃から住民や市町村の防災関連職員をはじめ、国、都道府県等の関係機関がこれらの脅威を十分認識するとと

もに、いざという時に迅速に対応できるようにしておくことが重要です。 

特に、住民は、行政主体の防災から脱却し、自らが積極的に避難行動や災害時要援護者への支援行動を行えるようにならなければなり

ません。また、防災上の意思決定をすべき市町村長や行政職員は、日頃から意識の向上とその維持に努め、災害時には①災害の現状や予

測、②避難勧告等の避難情報などの情報を、迅速かつ確実に住民に伝達しなければなりません。 

そこで、住民や行政に対する避難訓練や情報伝達訓練の実施を行うことが有効です。これまでも訓練は実施されてきましたが、不十分

な面もあります。訓練を通して明らかとなった防災上の課題に対する対策を講じて、避難計画を再構築することに繋げていきたいと考え

ます。 

  

今までの防災訓練、避難訓練の問題点 

 

 毎年、同じような訓練をやっているので、参加する住民も慣れてきていて、何も考えずに避難路を歩いたり避難所に集まったりしていて、イ

ベント的な訓練が多くなっているように思います。住民自らが考え、意識啓発するような訓練が必要です。 

  

 

 今までの住民の避難訓練は、全ての災害に対して同様な避難訓練を実施していることが多いように思われます。今までの訓練では、避難勧告

等の発令から訓練が開始され、その前段の情報についてはブラックボックス化されることが多かったと思いますが、実際の災害では避難訓練の

前に、災害ごとに住民らに伝えられる情報が異なっています。それぞれの災害で情報が異なることを明確に住民に伝えることが必要です。 

 

 

訓練は、行政主導で行われることが多いですが、実際の災害時には、住民自らが命を守る必要があるため、住民が積極的に防災訓練、避難訓

練を実施する必要があると思います。 

 

弊社の提案 

 

 訓練の対象者が、行政職員か、住民か、あるいは地域防災組織の組織長や防災リーダーかで、実施する訓練も異なります。また、災害の種類

によっても訓練は違います。弊社は、条件にあわせた提案をします。現在、風水害等に関する防災訓練、避難訓練の方法は、次のようなものが

あります。 

○自治体職員を対象とした訓練： 状況予測型訓練、図上シミュレーション訓練 

○住民を対象とした訓練： 災害図上訓練ＤＩＧ  

○さまざまな条件に相応した訓練： クロスロード（心理学） 

 訓練だけでは十分といえず、それをフィードバックして評価することが重要だと思い

ます。 

訓練したあとに、その訓練が所定の目的を果たせたのか否か、防災上の課題や問題点

はなかったのか等を明らかにするとともに、継続的に訓練するために解決すべきことを

提案します。 

訓練し評価した結果を、行動マニュアルとして取りまとめることが重要であると考え

ています。これによって、来年、再来年へとつなげることが出来ます。 

３．訓練は行政主導で行われることが多いですが、住民が積極的に防災訓練、避難訓練を実施するようになることを希望します。 

１． イベント的な訓練になっていませんか。 

２． 全ての災害で同じような避難訓練を実施していませんか。 

１． 条件にあった訓練方法を！ 

２． 訓練が終了した後に、訓練を振り返って問題を抽出し、解決策を！ 

３． その問題の解決策を行動マニュアルとして整理！ 

これからの防災訓練、避難訓練 

（災害時には、自発的な避難を！） 

津波 
(Tunami)

地震 
(Earthquake) 洪水 

(Flooding) 

土砂災害
(Earth-and-sand disaster ) 

弊社は、防災に関する調査研究を行う人材の育成にも努めており、大学や高専などと協力して、防災教育や防災訓練に関する

学術的な知見の取得に鋭意努力しています。 
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風水害等に対する住民の避難訓練 

 

 

        洪水予報指定河川        その他の河川 

 

       

             

               洪  水注意報

 

 

 

避難勧告等または自主避難 

（自発的な避難を基本と考え、そのタイミングを住民や行政職員らが皆で協議し訓練する） 

今までの避難訓練 
弊社の提案する避難訓練 

洪水 津波 

今までの避難訓練でもある一定の効果はあった。でも、東日本大震災

のように情報伝達もままならない状況に対応できるか。 

 

疑問点・問題点（行政によるイベント的な避難訓練） 

・ 災害ごとの情報の違いをブラックボックス化していないか。 

・ 毎年、決められた避難場所に集まっているだけではないか。 

・ 参加する人が決まっているのではないか。 

・ 災害時要援護者が対象となっているか。 

・ 実際の災害を、頭の中で想定できているか。 

地域によっては災害を生じないところもあるので、まず整理が必要である。 

 

解決策（住民主体の避難訓練） 

・ 災害ごとに対応は、少しずつ異なる。例えば、洪水や津波は高い場所に避難するが、土砂災害は広い平坦な場所に避難するなど、

それぞれの災害ごとに避難方法が変わってくるので、その方法を考える。 

・ 実際の災害を想定して、住民や行政職員らが議論し、決定事項があれば決めていく（行政は協議の方向性を示すだけ） 

・ 既存の自主防災組織を活用し、防災リーダーあるいは率先避難者を各組織で選んでいただいて、その人を対象に教育・訓練する

・ 災害ごとの避難場所の変更や、災害時要援護者の対応等を議論する。 

高潮 

高潮注意報 

高潮警報 

津波注意報 

津波警報 

災害ごとに避難行動マニュアルとして記録 

水防警報(水防団待機) 

はん濫注意情報(水防団出動)

（はん濫危険情報） 

気象台か
らの情報 

気象台と
河川管理
者からの
情報 

集団避難を基本とする 

（要援護者も一緒に避難） 

個人避難を基本 

とする 

土砂災害 

土石流 地すべり がけ崩れ 

土砂災害警戒避難情報 

 

 

避難勧告等の発令から訓練開始 

全ての風水害 

 

 

 

ブラックボックスで 

避難勧告等の発令が 

住民に伝達される。 
ex.津波到達
まで 20 分
以上の猶予
あり 

ex.津波到達
まで 20 分
以上の猶予
なし 

大雨注意報 

大雨警報 

行政によって決められた避難場所も多い 災害ごとに避難場所、避難ルートを設定 

地震 

(大津波警報) 

洪水警報

はん濫警戒情報 

住住民民  住住民民  

豪雨 


